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平成 16 年 3 月期  中間決算短信 
 

 

本情報開示後 12 時間が経過する時点（日本時間 2003 年 11 月 21 日午前 4 時頃）までは当該

情報のお知らせをご覧になった場合、証券取引法第１６６条第3項及び同執行令第30条の規定

により、インサイダー取引規制に関する第一次情報受領者となりますので、十分ご注意願いま

す。 
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平成 16 年 3 月期 中間決算短信（連結） 平成 15 年 11 月 20 日 
 
上場会社名 ＡＯＣホールディングス株式会社 

コード番号 5017 本社所在都道府県    東京都 

代 表 者 名 取締役社長 小長 啓一 （URL http://aochd.co.jp） 

問 合 せ 先      責任者役職名  総務グループ シニア・マネジャー 

    氏        名  菊池 一夫 TEL  (03) 3547-1610 

決算取締役会開催日 平成 15 年 11 月 20 日 
 
米国会計基準採用の有無  無 
 
１. 15 年 9 月中間期の連結業績（平成 15 年 4 月１日～平成 15 年 9 月 30 日） 
 
（注）当社は平成 15 年 1 月 31 日に株式移転により設立された為、前中間期の財務諸表は作成しており
ません。 

 
(1)連結経営成績 (注) 百万円未満は切捨表示 

 売上高 営業利益 経常利益 

   百万円   百万円   百万円 

15 年 9 月中間期 219,603 4,343 3,520 

15 年 3 月期 113,038 1,376 1,128 

 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

潜在株式調整後 1株当 

たり中間(当期)純利益 

  百万円 円 銭 円 銭 

15 年 9 月中間期 1,847 27  32 － 

15 年 3 月期 △4,488 △66 19 － 

（注） ①持分法投資損益      15 年 9 月中間期      97 百万円 15 年 3 月期     48 百万円 

 ②期中平均株式数（連結）15 年 9 月中間期  67,602,853 株 15 年 3 月期  67,797,236 株 

 ③会計処理の方法の変更  無  
 
(2)連結財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円 銭

15 年 9 月中間期 269,158 54,723 20.3 809  48

15 年 3 月期 269,243 51,246 19.0 758  04

（注） 期末発行済株式数（連結）15 年 9 月中間期  67,602,769 株 15 年 3 月期 67,602,903 株 
 
(3)連結キャッシュ・フローの状況 

 
営業活動による 

キャッシュ・フロー

投資活動による 

キャッシュ・フロー

財務活動による 

キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 

期末残高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 

15 年 9 月中間期 5,674 △6,290 2,198 26,746 

15 年 3 月期 △10,170 △2,547 △8,479 26,152 

 
 

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項 

 連結子会社数 10 社  持分法適用非連結子会社数 1 社  持分法適用関連会社数 2 社 
 
 
(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況 

 連結（新規）- 社   （除外）1社           持分法（新規）- 社   （除外）- 社 
 
 連結子会社から除外した理由は、平成 15 年 5 月に AOC エネルギー開発㈱がアラビア石油㈱に吸収合併
されたためであります。 
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２. 16 年 3 月期の業績予想（平成 15 年 4 月 1 日 ～ 平成 16 年 3 月 31 日） 

 売上高 経常利益 当期純利益 

 百万円 百万円 百万円 

通 期 424,000 5,700 3,700 

（参 考）＊ 433,340 47,277 1,298 
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）55 円 10 銭 
 
＊  当該数値は、平成 16年 3月期連結業績予想と比較可能な経営統合前の当社グループの業績規模の参考
値を示すため、アラビア石油㈱の平成 14年 1月 1日～平成 14年 12月 31日の連結会計年度の連結財務
諸表と富士石油㈱の平成 14年 4月 1日～平成 15年 3月 31日の連結財務諸表を結合し、会社が任意に作
成した結合損益計算書によるものであります。（添付参考資料 P48ご参照）。 なお、結合にあたっては、
結合会社相互間の取引高については消去しておりますが、内部利益の消去については金額が僅少であるた
め行っておりません。また、両社の決算期の違いの調整は行っておりません。 
なお、経常利益の数値が著しく減少している理由は、アラビア石油㈱の事業形態が、クウェイト国との利
権協定に基づくものから、同国との新契約（技術サービス契約、原油売買契約、融資契約）に基づくもの
に移行したためであります。 

 
＊＊ 上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいております。実際の業績は、
様々な要因により予想数値とは異なる結果となる可能性があります。 
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１． 企業集団の状況 

 

当社グループは､当社､子会社10社および持分法適用会社3社で構成され､カフジ関連 

事業、石油･ガス開発/生産事業及び石油精製販売事業を主な事業内容とし､その他に石

油技術サービスの提供などを行っております｡ 

事業の種類別セグメントに係る位置付けは､次のとおりであります｡ 

                            (平成15年9月30日) 

事業の区分 主要な業務 会社名 

カフジ関連事業 

・サウジアラビア･クウェイト分割地帯沖

合操業に係わる技術･経営管理サービス

の提供 

・原油の日本向け供給･販売 

・分割地帯沖合石油操業に係わる資金の融

資 

・連結子会社 

アラビア石油㈱ 

Arabian Oil (Cayman) Ltd. 

 

 

 

石油･ガス開発/生

産事業 

・原油･天然ガスの探鉱､開発､生産､販売 

 

 

 

 

・連結子会社 

AEDC (USA) INC. 

Norske AEDC A/S  

・持分法適用会社 

新華南石油開発㈱ 

石油精製販売事業 

・石油の精製､貯蔵､調達販売 

・原油･石油製品等の輸送 

・原油･石油製品の入出荷 

 

 

 

 

・連結子会社 

富士石油㈱ 

富士タンカー㈱ 

富士石油販売㈱ 

富士臨海㈱ 

㈱ペトロプログレス 

Petro Progress Pte Ltd. 

その他事業 

・石油技術サービスの提供 

・道路舗装用アスファルト合材の製造･販

売および産業廃棄物処理等 

・持分法適用会社 

日本オイルエンジニアリング㈱

東京石油興業㈱ 

(注)平成15年3月期において連結子会社であったAOCエネルギー開発㈱については､ 

平成15年5月7日付でアラビア石油㈱に吸収合併されております。 
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当社グループ会社と関連当事者の関係を系統図で示すと次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例： 

カフジ関連事業 
(上流事業) 
ｱﾗﾋﾞｱ石油(株)  ◎ 
Arabian Oil Company 
(Cayman) Ltd. ◎ 

石油精製販売事業 
(下流事業) 
富士石油(株)  ◎ 

AOC ホールディングス㈱  (持株会社) 

石油・ガス開発/生産事業 
（上流事業） 

AEDC (USA) INC. ◎ 
Norske AEDC A/S ◎ 
新華南石油開発(株) ○ 

日本ｵｲﾙｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ(株) ○ 

東京石油興業(株) ○ 

その他事業（石油技術ｻｰﾋﾞｽ提供事業他） 

石油精製販売事業（付帯事業含む） 
㈱ペトロプログレス ◎ 
Petro Progress Pte Ltd．◎ 

富士石油販売(株) ◎ 
富士臨海(株) ◎ 
富士タンカー(株) ◎ 

販売ルート 
内部取引 

連結子会社 ◎ 
○ 

得 

意 

先 

持分法適用会社 
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２．経営方針 

 

（１）経営の基本方針 

当社グループは､海外での石油自主開発において先駆的役割を果たしてきたアラビア

石油㈱が担う石油上流事業と首都圏に大型総合製油所を有する富士石油㈱が担う石油

下流事業をグループの中核事業と位置付け､両事業領域における経営管理の一元化を通

じ､グループ経営資源の有効活用を行うことによりグループ全体の最適化を追求し､各

ステークホルダー(株主､顧客､従業員､地域社会)の価値の最大化を図ることを経営の基

本方針としております｡ 

当社グループは一丸となって､経営の効率化､収益性の向上および競争力の強化を図

り､総合エネルギー企業としてエネルギーの安定供給に努め社会的使命を果たしてまい

ります｡ 

 

（２）目標とする経営指標 

当社グループは､事業の収益力を表す営業利益および営業キャッシュフローを重視し､

これらの指標の拡大を図ることで継続的な企業価値の向上を目指してまいります｡ 

 

（３）中長期的な経営戦略 

当社グループの経営基本方針に基づき､先ず､グループ全体の安定的な成長に向けて

収益基盤を拡大すべく､アラビア石油㈱のクウェイトにおける技術・経営管理サービス

の提供､富士石油㈱の石油製品の東アジア市場への販路拡大により安定的に収益を確保

してまいります。 

さらに､長期的な成長を維持するため､上流･下流事業の有機的な結合によってもたら

されるシナジー効果を活用して、双方の事業領域において時期に則した投資を重点的に

実施いたします。具体的には､上流事業領域において､優良な探鉱・開発・生産案件を発

掘し､効率的な投資を行うとともに､下流事業領域においては､環境対応を含む安定的か

つ効率的な操業のための設備投資に鋭意取り組んでまいります｡ 

 

（４）対処すべき課題 

長引く景気低迷や不透明な中東情勢等依然として厳しい事業環境が続いております

が､当社グループといたしましては､上記経営方針の下､以下の施策を通じて､グループ

収益基盤の強化･拡充を図っていくことが喫緊の事業課題であると認識しております｡ 

 

① 平成15年 1月5日にアラビア石油㈱がクウェイトと締結した新契約の下でカフ

ジ共同操業への技術･経営管理サービス業務の提供の拡大を目指します｡ 

② 成長著しい東アジア市場を中心に､アラビア石油㈱の原油販売チャンネルを活
用して環境問題に対応した高品質かつ競争力のある富士石油㈱の石油製品の拡

販を目指します｡ 

③ 富士石油㈱袖ケ浦製油所において､徹底した合理化と稼働率アップにより､コス
ト競争力の向上を図り､平成16年度には国内トップ水準の精製費1,500円/KL台

の達成を目指します｡ 

④ さらに、日本の石油消費量の 4分の 1近くを消費し､今後も消費の増大が見込ま
れる首都圏において､石油製品販売の維持･拡大を目指します｡ 

 

なお､当社の株式は､東京証券取引所および大阪証券取引所のそれぞれの市場第一部

に上場しておりますが、現在、新規の上場審査基準に準じた審査を受けるための猶予期

間(平成 18 年 3 月 31 日まで)に入っております｡ 

猶予期間中も上場は維持され､株式の売買および当社の企業活動には支障を来たさな
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いものの､当社といたしましては､早期に上記審査をﾊﾟｽし､猶予期間から脱却できるよ

う努めます｡ 

 

（５）利益配当に関する基本方針 

当社は､株主各位への利益還元を重要な経営課題のひとつと考えており､中・長期的な

事業発展のための内部留保の充実に留意しつつ、業績・資金バランス等を勘案の上、安

定的な配当の継続に努めることを基本方針としております。 

 

（６）コーポレート･ガバナンスに関する基本的な考え方およびその施策の実施状況 

① 基本的な考え方 

当社は､継続的に企業価値を向上させ､各ステークホルダーの価値の最大化を図

っていくため､経営の透明性を維持し､開かれた企業として各ステークホルダー

への説明責任を果たしていくコーポレート･ガバナンスの確立を企業経営にお

ける最重要事項と位置付けております｡ 

② 施策の実施状況 
具体的な取組みといたしましては､当社は､経営意思決定の効率化･迅速化を図

るため､当社設立に際し､執行役員制度を導入しました。経営の基本方針､法令に

定められた事項やその他経営に関する重要事項を決定するとともに､業務執行

を監督する機関として取締役会を位置付け､業務執行の責任と権限を執行役員

に委譲し､柔軟かつスピーディーなグループ経営の実現を図っております｡ 

また､常勤取締役､常勤監査役および執行役員による業務執行会議を通じて､グ

ループ事業全体の最適化のため､利益計画の進捗状況などの情報の共有やグル

ープ全体での業務執行の意思統一を図っております｡ 

監査役は､監査役会を組織し､取締役会､業務執行会議､その他の重要な会議に出

席し､取締役の業務執行について厳正な監視を行うとともに､会計監査人､内部

監査グループ､子会社監査役と緊密な連携を保っております｡ 

取締役会および監査役会の機能強化を目的に 3 名の社外取締役および 2 名の社

外監査役に就任を願い､高い識見と幅広い見地から経営に有益な意見･助言を受

けております｡ 

法律顧問につきましては､複数の法律事務所と契約を結び必要に応じて幅広い

リーガルアドバイスを受けております｡ 

 

会計監査人につきましては､国際会計事務所再編に伴い､当社会計監査人であっ

た新日本監査法人の当社監査担当部門があずさ監査法人として独立したことか

ら､平成 15 年 6 月 27 日（第 1 回定時株主総会開催日）をもって､あずさ監査法

人を後任の会計監査人として選任し､同監査法人から商法および証券取引法に

基づく監査を受けております｡ 
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会社の経営上の意思決定､執行および監督に係る経営管理組織その他のコーポレー

ト･ガバナンス体制の概要は次のとおりであります｡ 

 

 

グループ全体のコンプライアンス遵守体制につきましては､法務グループを担当部署

と位置付け､関連法令､社内規程等のグループ内の周知徹底を行っております。また､関

連法規の遵守､環境保全･社会貢献等への積極的取り組みを謳った｢企業憲章｣および｢行

動基準マニュアル｣の作成を行うべく､そのための情報収集や社内における検討作業を

鋭意行っております。今後、専任機関を常設し､グループ全体の倫理法令等の遵守意識

の向上､違反の発生防止等を図ってまいります｡ 

 

情報開示につきましては､各ステークホルダーへの説明責任を果たしていくため､Ｉ

Ｒグループを中心としたグループ横断的なＩＲ体制を整備し､積極的かつ適時適切な情

報開示の実施に務めております｡ 

 

 

 

 

 

選任・監督 

選任・監督 

選任・解任 

監査役会 

監査役：4 名（うち、社外監査役 2名） 

代表取締役社長 

取締役会

取締役：10 名（うち、社外取締役 3名） 

業務執行会議  
常勤取締役：7 名（うち、執行役員兼務 3

名） 常勤監査役：1 名 
執行役員：2 名  

株主総会 

選任・解任 

会計監査人 

指揮 

内部監査グループ 
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３．連結経営成績および連結財政状態 

当社は、平成15年1月31日、アラビア石油㈱と富士石油㈱の株式移転方式により新たに設立されま

した。 このため、当中間期は最初の中間連結決算となるため、前期との比較は行っておりません。 

（１）連結経営成績 

① 当中間期の概況 (平成15年4月1日から平成15年9月30日まで) 

当中間期における世界の石油需要は、中国等アジア地域におけるSARSの影響が比較的軽微だっ

たことに加え、日本と米国においては引き続き他のエネルギーから石油へのシフトが見られ、前年同

期の実績を上回る水準となりました。供給面では、戦後の混乱が続くイラクからの原油輸出の回復が

不透明な中、特に当中間期の前半ではイラクを除くＯＰＥＣ産油国による増産が需要の増加に対応し、

後半では非ＯＰＥＣ産油国における原油生産も前年同期を上回りました。 

また、4月に一時バーレルあたり22ドル台まで下落したドバイ原油価格は、イラクを除くＯＰＥＣ産油

国が実質的な生産調整を再開したのに伴い、4月下旬から上昇を続けて8月には28ドルを超える水準

に達しました。その後、9月には先行きの供給過剰感から一時24ドル近くまで下落したものの、ＯＰＥＣ

の生産枠引き下げの決定を反映して当中間期末には25ドル台半ばの水準まで回復しました。 

一方、当中間期における国内の石油製品需要は、原子力発電所の停止に伴う電力用Ｃ重油需要

の増加を中心に4～6月には前年実績を大きく上回りましたが、関東地方以北が10年ぶりの冷夏に見

舞われたことから、7～9月には一転して前年実績を下回ったため、当中間期の全燃料油需要は前年

同期実績をやや上回る水準にとどまりました。 

国内石油製品市況につきましては、原油価格が比較的高止まりであったにもかかわらず、冷夏に

よる需要低迷を背景に緩みがちとなり、引き続き厳しい状況が続きました。 

こうした状況下にあって、当中間期の連結業績は米国におけるガス価格および原油価格の高水準

維持、また国内におけるＣ重油の需要増加により、売上高は2,196億3百万円、営業利益は43億43百

万円、経常利益は35億20百万円となりました。これより、富士石油㈱においてガソリン脱硫装置新設

に関連して撤去する旧精製設備とともに他の遊休資産を除却したことによる損失、経営統合費用およ

び早期退職者への特別退職金支払額の合計13億35百万円を特別損失として控除し、税金等調整前

当中間純利益は21億85百万円となりました。これに当中間期に係る法人税等を調整した結果、当中

間純利益は18億47百万円となりました。 

 

 (上流部門 カフジ関連事業) 

アラビア石油㈱は、原油・天然ガスの探鉱および開発、原油・石油製品の生産および販売を主たる

事業としております。平成15年1月4日にクウェイト国との石油利権協定が終了しましたが、翌1月5日に
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発効した同国との新契約（技術サービス契約、原油売買契約、融資契約）の下で、引続きクウェイトと

サウジアラビアの分割地帯沖合での石油・ガス操業に参画しております。具体的には、クウェイト・ガル

フ・オイル・カンパニー（KGOC）との技術サービス契約に基づき、同社に人員を派遣し、分割地帯沖

合での石油操業に実質的に参画するとともに、クウェイト石油公社（KPC）よりカフジ原油およびフート

原油を購入し、これを日本および海外の顧客向けに販売いたしました。また、KGOCが必要とする分

割地帯沖合操業のための設備投資資金について、本邦銀行からのローンにより調達の上、同社に融

資しております。当中間期においては、原油取引は順調に推移したものの、人員派遣についてはクウ

ェイトとサウジアラビアによる共同操業体制整備の遅れ等により目標人数を下回っております。 

このような背景の下、当事業部門の売上高は540億70百万円、営業利益は2億59百万円となりまし

た。 

 

（上流部門 石油・ガス開発/生産事業） 

AEDC (USA) INC.は、米国メキシコ湾での天然ガスの開発・生産・販売を、Norske AEDC A/Sは、

ノルウェー北海における原油の開発・生産・販売事業を、また、新華南石油開発㈱は、南シナ海にお

ける原油の開発・生産・販売事業を夫々継続して行っております。 

米国におけるガス価格、原油価格とも高水準で推移したことから、当事業部門の売上高は21億28

百万円、営業利益は8億円となりました。 

 

(下流部門  石油精製販売事業) 

富士石油㈱は、石油の精製、石油製品の輸出入、販売および貯蔵を主たる事業としており、アラビ

ア石油㈱と折半で出資しております㈱ペトロプログレスおよびその子会社であるシンガポールの 

Petro Progress Pte Ltdを通じて原油・石油製品の海外取引を行うことにより、競争力の強化および事

業の進展を図っております。当中間期は、同社袖ヶ浦製油所において６月に一部の石油精製装置お

よび用役設備の小規模定期修理を実施する一方で、特に4～6月には旺盛な電力用Ｃ重油の需要に

対応すべく、堅調な装置稼働率を維持するとともに、環境･安全面に配慮し安定的な操業を推進しま

した。 

その結果、当中間期の原油･石油製品の販売数量は3,905千ＫＬとなり､石油化学向けナフサ等一

部油種の販売減があったものの、燃料油の販売についてはほぼ当初計画通りの販売数量となりまし

た。なお、当中間期の販売数量は、対前年同期比では約3.3％、124千ＫＬの増加となっております。

また、精製コストにつきましては一部装置･設備の小規模定期修理の影響があったものの、当初計画

通りのキロリットル当たり約１,700円となりました。 

以上の結果、当事業部門の売上高は1,634億4百万円､営業利益は32億51百万円となりました。 
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② 通期見通し 

通期業績見通しの策定に際しては、下半期の原油価格を当初のバーレルあたり 22 ドルから 25

ドルに、為替レ－トを当初の 1 ドル 120 円から 115 円に見直しております。また、上流部門ではクウ

ェイトにおける技術サ－ビスの提供をより広範な分野で積極的に展開するとともに、下流部門でも

電力向け石油需要の動向を視野に入れ、前年を上回る通期原油処理を達成する所存であります。

こうした中で下期は売上高 2,044 億円、経常利益 22 億円、純利益 18 億円を見込み、通期では売

上高 4,240 億円、経常利益 57 億円、純利益 37 億円と見通しております。 

なお、これらの数値は、当発表時点での入手可能な情報に基づいておりますので、今後の状況

により変動する可能性があります。 

 

（２）連結財政状態 

① 当中間期の連結財政状態                           

                                                        (単位：百万円) 

区分 平成 15 年 9 月中間期 

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,674 

投資活動によるキャッシュ・フロー △6,290 

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,198 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △987 

現金及び現金同等物の増加額 594 

現金及び現金同等物の期首残高 26,152 

現金及び現金同等物の中間期末残高 26,746 

 

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前利益および減価償却費に加え未払揮発油税が増加

したことにより 56 億 74 百万円となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは、定期性預金の取崩

しがあったものの KGOC への貸付金による支出が増加したため 62 億 90 百万円となりました。財務

活動によるキャッシュ・フローについては、当該 KGOC への貸付金を借入れによりまかなったため 21

億 98 百万円となりましたが、これを除いた経常ベースでのキャッシュフローは 42 億 79 百万円減少

しております。こうしたことから、現金および現金同等物は期中において 5 億 94 百万円増加し、中間

期末残高は 267 億 46 百万円となりました。 
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当中間期末の総資産は 2,691 億 58 百万円、株主資本は 547 億 23 百万円となりました。 

 

なお、財政状態に係る諸指標は次のとおりであります。 

項目 平成 15 年 9 月中間期 

株主資本比率 

（株主資本/総資産） 

   20.3% 

 

時価ベースの株主資本比率 

（株式時価総額/総資産） 

      12.6% 

債務償還年数 

(有利子負債/営業キャッシュ・フロー) 

20.4 年 

インタレスト・カバレッジ・レシオ 

（営業キャッシュ・フロー/利払い） 

5.0 

（注）１．「株式時価総額」は、中間期末株価終値×中間期末発行済株式数により算出しています。 

    ２．「有利子負債」は、貸借対照表の短期借入金および長期借入金の合計値を、「利払い」はキ

ャッシュ・フロー計算書の利息の支払額をそれぞれ使用しています。 

 

② 次期以降の連結財政状態の見通し 

次期以降の連結財政状態の見通しにつきましては、グループの事業会社の収益力強化に努

め、極力有利子負債の減少を図る所存であります。 

 



４．中間連結財務諸表

（１）中間連結財務諸表 （単位：百万円）

　①　中間連結貸借対照表

注記
番号

%  

（資産の部） ( 269,158 ) 100.0 ( 269,243 ) 100.0
Ⅰ 流動資産 143,597 53.4 148,077 55.0
1 現金及び預金 ※2 27,645 27,242
2 受取手形及び売掛金 60,150 69,229
3 たな卸資産 45,057 40,702
4 その他 10,743 10,902
Ⅱ 固定資産 125,515 46.6 121,108 45.0
1 有形固定資産 ※1 85,695 31.8 88,327 32.8
(1)建物及び構築物 ※2 12,902 13,829
(2)ガス井 3,024 3,242
(3)油槽 ※2 4,977 5,188
(4)機械装置及び運搬具 ※2 12,870 14,128
(5)土地 ※2 51,669 51,669
(6)その他 251 268
2 無形固定資産 535 0.2 631 0.2
3 投資その他の資産 39,284 14.6 32,150 12.0
(1)投資有価証券 ※2 22,215 19,455
(2)長期貸付金 ※5 12,485 6,750
(3)その他 ※2 4,832 6,192
(4)貸倒引当金 △248 △248

Ⅲ 繰延資産 45 0.0 57 0.0
1 創立費 45 57
資産合計 269,158 100.0 269,243 100.0
（負債の部）  ( 214,316 ) 79.6  ( 217,878 ) 81.0

Ⅰ 流動負債 143,291 53.2 150,782 56.0
1 買掛金 26,344 31,492
2 短期借入金 ※2 67,388 69,717
3 未払金 14,948 18,663
4 未払揮発油税 22,522 17,910
5 未払法人税等 1,608 2,241
6 その他 10,478 10,757
Ⅱ 固定負債 71,025 26.4 67,096 25.0
1 長期借入金 ※2,6 48,080 44,737
2 繰延税金負債 15,537 14,555
3 退職給付引当金 3,295 3,286
4 特別修繕引当金 2,393 2,457
5 その他 1,718 2,058
（少数株主持分）  (     118 ) 0.0  (     118 ) 0.0
（資本の部） (  54,723 ) 20.4 (  51,246 ) 19.0

Ⅰ 資本金 20,000 7.4 20,000 7.4
Ⅱ 資本剰余金 45,728 17.0 45,728 17.0
Ⅲ 利益剰余金 △11,674 △4.3 △13,521 △5.0
Ⅳ 土地再評価差額金 2 0.0 2 0.0
Ⅴ その他有価証券評価差額金 4,034 1.5 2,629 0.9
Ⅵ 為替換算調整勘定 149 0.1 △74 △0.0
Ⅶ 自己株式 ※4 △3,518 △1.3 △3,518 △1.3
負債、少数株主持分及び資本合計 269,158 100.0 269,243 100.0

金額
構成比

区分 金額
構成比

(％)(％)

（平成15年 3月31日現在）

前連結会計年度

（平成15年 9月30日現在）

当中間連結会計期間
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　②　中間連結損益計算書 （単位：百万円）

前連結会計年度

注記
番号

Ⅰ 売上高 219,603 100.0 113,038 100.0

Ⅱ 売上原価 212,937 97.0 110,305 97.6

売上総利益 6,665 3.0 2,733 2.4

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1 2,321 1.0 1,356 1.2

営業利益 4,343 2.0 1,376 1.2

Ⅳ 営業外収益 889 0.4 358 0.3

1 受取利息及び受取配当金 513 98

2 持分法による投資利益 97 48

3 タンク賃貸料 213 71

4 その他 65 140

Ⅴ 営業外費用 1,712 0.8 606 0.5

1 支払利息 1,115 433

2 為替差損 341 -

3 その他 256 173

経常利益 3,520 1.6 1,128 1.0

Ⅵ 特別損失 1,335 0.6 5,842 5.2

1 投資有価証券評価損 - 5,668

2 固定資産除却損 ※2 931 -

3 特別退職金 134 -

4 ゴルフ会員権評価損 - 137

5 経営統合関連費用等 ※3 269 -

6 その他 0 35

税金等調整前中間純利益
又は税金等調整前中間(当期)純損失(△)

法人税、住民税及び事業税 ※4 752 0.4 996 0.9

法人税等調整額 △ 415 △0.2 △ 1,221 △1.1

少数株主利益（△は控除） 0 0.0 △ 1 △0.0

中間純利益
又は中間(当期)純損失(△)

③　中間連結剰余金計算書 （単位：百万円）

前連結会計年度

注記
番号

（　資本剰余金の部　）

Ⅰ 資本剰余金期首残高 45,728 1,772

Ⅱ 資本剰余金増加高

1 株式移転に伴う増加高 - - 43,955 43,955

Ⅲ 資本剰余金期末残高 45,728 45,728

（　利益剰余金の部　）

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △13,521 △2,581

Ⅱ 利益剰余金増加高

1 中間(当期)純利益 1,847 1,847 - -

Ⅲ 利益剰余金減少高

1 中間(当期)純損失 - 4,488

2 株式移転による持分法適

用会社減少に伴う減少高

Ⅳ 利益剰余金期末残高 △11,674 △13,521

2,185 △ 4,7141.0 △4.2

至　平成15年 9月30日

自　平成15年 4月 1日

6,451-

区分

金額 金額区分

△ 4,4881,847

百分比
(％)

自　平成15年 1月 1日

当中間連結会計期間

当中間連結会計期間

自　平成15年 4月 1日

至　平成15年 9月30日

金額

自　平成15年 1月 1日

至　平成15年 3月31日

百分比

-

(％)
金額

10,939

0.8 △4.0

至　平成15年 3月31日
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④　中間連結キャッシュ・フロー計算書 （単位：百万円）

当中間連結会計期間 前連結会計年度

自　平成15年 4月 1日 自　平成15年 1月 1日

至　平成15年 9月30日 至　平成15年 3月31日

注記
番号

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間(当期)純利益（△は純損失） 2,185    △ 4,714    

減価償却費 2,492    777    

修繕引当金の増加額（△は減少額） △ 211    129    

退職給付引当金の増加額 9    30    

特別修繕引当金の減少額 △ 64    △ 73    

受取利息及び受取配当金 △ 513    △ 98    

支払利息 1,115    433    

持分法による投資利益 △ 97    △ 48    

投資有価証券評価損 -    5,668    

ゴルフ会員権評価損 -    137    

売上債権の減少額（△は増加額） 8,119    △ 9,237    

たな卸資産の減少額（△は増加額） △ 4,355    5,830    

仕入債務の増加額（△は減少額） △ 3,465    8,560    

未払揮発油税の増加額（△は減少額） 4,612    △ 6,511    

その他 △ 2,101    1,072    

小計 7,725    1,959    

利息及び配当金の受取額 503    88    

利息の支払額 △ 1,133    △ 483    

法人税等の支払額 △ 1,329    △ 11,700    

その他 △ 92    △ 34    

営業活動によるキャッシュ・フロー 5,674    △ 10,170    

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △ 5,065    △ 1,493    

定期預金の払戻による収入 6,076    10    

投資有価証券の取得による支出 △ 500    △ 36    

投資有価証券の償還等による収入 -    4    

有形固定資産の取得による支出 △ 720    △ 699    

有形固定資産の売却による収入 0    2,281    

無形固定資産の取得による支出 △ 2    △ 77    

貸付けによる支出 △ 6,478    △ 3,521    

貸付金回収による収入 382    998    

その他 17    △ 13    

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 6,290    △ 2,547    

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純減少額 △ 1,454    △ 8,826    

長期借入金の借入れによる収入 11,334    3,141    

長期借入金の返済による支出 △ 7,680    △ 2,643    

自己株式の取得による支出 △ 0    △ 151    

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,198    △ 8,479    

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 △ 987    41    

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額（△は減少額） 594    △ 21,156    

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 26,152    18,950    

Ⅶ 株式移転に伴う現金及び現金同等物の増加額 -    28,358    

Ⅷ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※1 26,746    26,152    

金額 金額区分
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

 
 当中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

１ 連結の範囲に

関する事項 

 

すべての重要な子会社を連結している。当

該連結子会社はアラビア石油㈱、富士石油

㈱ 、 Arabian Oil Company (Cayman) 

Ltd.、富士石油販売㈱、富士タンカー㈱、

AEDC (USA) INC.、Norske AEDC A/S、㈱ペ

トロプログレス、 Petro Progress Pte 

Ltd.、富士臨海㈱の10社である。 

非連結子会社３社を連結の範囲から除いた

理由は,いずれも小規模であり、総資産、

売上高、中間純損益（持分に見合う額）お

よび利益剰余金（持分に見合う額）等のそ

れぞれの合計額はいずれも僅少であり、中

間連結財務諸表に重要な影響を及ぼしてい

ないためである。なお、前連結会計年度に

おいて子会社に含まれていたAOCエネルギ

ー開発㈱は平成15年５月に当社子会社であ

るアラビア石油㈱が吸収合併したため、子

会社から除いている。 

 

  すべての重要な子会社を連結している。当

該連結子会社はアラビア石油㈱、富士石油

㈱、AOCエネルギー開発㈱、Arabian Oil 

Company (Cayman) Ltd.、富士石油販売

㈱、富士タンカー㈱、AEDC (USA) INC.、

Norske AEDC A/S、㈱ペトロプログレス、

Petro Progress Pte Ltd.、富士臨海㈱の

11社である。 

   非連結子会社３社を連結の範囲から除いた

理由は、いずれも小規模であり、総資産、

売上高、当期純損益(持分に見合う額)およ

び利益剰余金(持分に見合う額)等のそれぞ

れの合計額はいずれも僅少であり、連結財

務諸表に重要な影響を及ぼしていないため

である。 

２ 持分法の適用

に関する事項 

 

(1) 持分法適用の非連結子会社数  1社 

日本オイルエンジニアリング㈱ 

(2) 持分法適用の関連会社数  2社 

新華南石油開発㈱ 

東京石油興業㈱ 

(3) 持分法を適用しない非連結子会社および

関連会社の数 8社 

持分法を適用しない理由 

持分法を適用していない非連結子会社

および関連会社の中間純損益(持分に

見合う額)および利益剰余金(持分に見

合う額）等のそれぞれの合計額はいず

れも僅少であり、中間連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしていないためであ

る。 

 

(1) 持分法適用の非連結子会社数   1社 

日本オイルエンジニアリング㈱ 

(2) 持分法適用の関連会社数 2社 

新華南石油開発㈱ 

東京石油興業㈱ 

(3) 持分法を適用しない非連結子会社および

関連会社の数 8社 

持分法を適用しない理由 

持分法を適用していない非連結子会社

および関連会社の当期純損益(持分に

見合う額)および利益剰余金(持分に見

合う額)等のそれぞれの合計額はいず

れも僅少であり、連結財務諸表に重要

な影響を及ぼしていないためである。
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 当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

３ 連結子会社の

中間決算日等

に関する事項 

連結子会社 10 社のうち、 Arabian Oil 

Company (Cayman) Ltd.、AEDC (USA) INC.

および Norske AEDC A/Sの中間決算日は6

月30日である。中間連結財務諸表の作成に

当たり、Arabian Oil Company (Cayman) 

Ltd.については中間連結決算日現在で実施

した仮決算に基づく財務諸表を用いて連結

している。AEDC (USA) INC.およびNorske 

AEDC A/Sは6月30日現在の財務諸表を用い

て連結し、中間連結決算日との間に生じた

重要な取引については、必要な調整を行っ

ている。またPetro Progress Pte Ltd.の

中間決算日は3月31日であるが、6月30日現

在で実施した仮決算に基づく財務諸表を用

いて連結し、中間連結決算日との間に生じ

た重要な取引については、必要な調整を行

っている。その他の連結子会社の中間決算

日は中間連結決算日と同一である。 

 

 連結子会社11社のうち、AOCエネルギー開

発 ㈱ 、 Arabian Oil Company (Cayman) 

Ltd.、AEDC (USA) INC.およびNorske AEDC 

A/Sの決算日は12月31日である。連結財務

諸表の作成に当たり、AOCエネルギー開発

㈱およびArabian Oil Company (Cayman) 

Ltd.については連結決算日現在で実施した

仮決算に基づく財務諸表を用いて連結して

いる。AEDC (USA) INC.およびNorske AEDC 

A/Sは12月31日現在の財務諸表を用いて連

結し、連結決算日との間に生じた重要な取

引については、必要な調整を行っている。

またPetro Progress Pte Ltd.の決算日は

９月30日であるが、12月31日現在で実施し

た仮決算に基づく財務諸表を用いて連結

し、連結決算日との間に生じた重要な取引

については、必要な調整を行っている。そ

の他の連結子会社の決算日は連結決算日と

同一である。 
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 当中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

４ 株式移転に伴う

資本連結手続に

関する事項 

 

                                     アラビア石油㈱および富士石油㈱は、株

式移転により共同して完全親会社となる

AOCホールディングス㈱を設立した。この

企業結合に関する資本連結手続は、「株

式交換及び株式移転制度を利用して完全

親子会社関係を創設する場合の資本連結

手続」(日本公認会計士協会会計制度委員

会研究報告第６号)に準拠している。資本

連結にあたっては、株式移転比率等を総

合的に考慮して、結合当事者のうちアラ

ビア石油㈱を取得会社、富士石油㈱を被

取得会社として識別した結果、アラビア

石油㈱およびその連結子会社については

持分プーリング法に準じた方法を適用

し、富士石油㈱およびその連結子会社に

ついてはパーチェス法を適用している。 

株式移転比率 

完全親会社 アラビア石油㈱ 富士石油㈱

１ １ １ 

持分プーリング法とは、企業結合が生じ

た事業年度において、その結合が事業年

度のどの時点で生じたかにかかわらず、

基本的に結合当事会社の財務諸表を合算

する方法である。パーチェス法とは、取

得会社が取得日から被取得会社の経営成

績を連結損益計算書に取り込み、また資

産・負債を取得日現在の公正な評価額で

連結貸借対照表に計上し、被取得会社の

純資産額と投資原価が相違する場合に

は、その差額を連結調整勘定として連結

貸借対照表に計上する方法である。 
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 当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 

至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 

至 平成15年３月31日) 

５ 会計処理基準に

関する事項 

 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

① たな卸資産の評価基準および評価方法 

a 製品・半製品・原油 …… 総平均法

による原価法 

b 未着品 …… 個別法による原価法 

c 貯蔵品 …… 移動平均法による原価

法 

(1) 重要な資産の評価基準および評価方法 

① たな卸資産の評価基準および評価方法 

   同左 

 ② 有価証券の評価基準および評価方法 

a 満期保有目的債券 

   償却原価法 

b その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は、全部資本直

入 法により処理している。売却

原価は移動平均法により算定して

いる。） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

③ デリバティブ 

時価法 

 

② 有価証券の評価基準および評価方法 

 a 満期保有目的債券 

   同左 

   b その他有価証券 

  時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部資本直入法

により処理している。売却原価は

移動平均法により算定してい

る。） 

時価のないもの 

同左 

③ デリバティブ 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

   機械装置のうち石油化学製品製造装置

および自家発電設備については定率法

を採用し、その他の有形固定資産につ

いては連結子会社１社(定率法)を除き

定額法を採用している。海外における

一部の連結子会社については生産高比

例法を採用している。なお、主な耐用

年数は次のとおりである。 

建物及び構築物 2～60年

油槽 10～15年

機械装置及び運搬具 2～15年
 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産 

   同左 

 ② 無形固定資産 

  定額法 

ただし、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間(５

年)に基づく定額法による。 

 

② 無形固定資産 

  同左 

 (3) 重要な繰延資産の処理方法 

創立費 

５年以内で毎期均等額を費用処理する

方法 

 

(3) 重要な繰延資産の処理方法 

同左 
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 当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

５ 会計処理基準に

関する事項 

 

 

 

(4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を検討し、回

収不能見込み額を計上している。 

(4) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

同左 

 

 

 

 

② 修繕引当金 

    法定定期修理を２年周期または４年周

期で行う機械装置の定期修理費用につ

いては、より適切な期間損益計算を行

うため、当該定期修理費用の支出見込

み額のうち当中間連結会計期間に負担

すべき額を計上している。 

② 修繕引当金 

法定定期修理を２年周期または４年周

期で行う機械装置の定期修理費用につ

いては、より適切な期間損益計算を行

うため、当該定期修理費用の支出見込

み額のうち当連結会計年度に負担すべ

き額を計上している。 

 ③ 退職給付引当金 

    従業員の退職給付に備えるため、当中

間連結会計期間末における退職給付債

務および年金資産に基づき、当中間連

結会計期間末に発生している額を計上

している。なお、会計基準変更時差異

(746百万円)については、５年による按

分額を費用処理している。数理計算上

の差異は、各期の発生時における従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数(10年)による按分額をそれぞれ発生

の翌連結会計年度から費用処理してい

る。 

③ 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当連

結会計年度末における退職給付債務お

よび年金資産に基づき、当連結会計年

度末に発生している額を計上してい

る。なお、会計基準変更時差異(746百

万円)については、５年による按分額を

費用処理している。数理計算上の差異

は、各期の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数(10

年)による按分額をそれぞれ発生の翌連

結会計年度から費用処理している。 

 

 

④ 役員退職慰労引当金 

  役員退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく中間期末要支給額を計上

している。 

④ 役員退職慰労引当金 

役員退職慰労金の支給に備えるため、

内規に基づく期末要支給額を計上して

いる。 

 

 

 

 

 

 

⑤ 特別修繕引当金 

消防法により定期開放点検が義務づけ

られている油槽に係る点検修理費用お

よび船舶安全法により定期検査が義務

づけられている船舶に係る点検修理費

用について、当該点検修理費用の支出

実績に基づき、当中間連結会計期間に

負担すべき額を計上している。 

 

 ⑤ 特別修繕引当金 

消防法により定期開放点検が義務づけ

られている油槽に係る点検修理費用お

よび船舶安全法により定期検査が義務

づけられている船舶に係る点検修理費

用について、当該点検修理費用の支出

実績に基づき、当連結会計年度に負担

すべき額を計上している。 

 (5)  重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっている。 

(5) 重要なリース取引の処理方法 

同左 
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 当中間連結会計期間 

(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年３月31日) 

５ 会計処理基準

に関する事項 

 

(6)  重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

   繰延ヘッジ処理を採用している。 

    ただし、為替予約が付されている外貨建金

銭債務については、振当処理を採用してい

る。また、金利スワップ取引のうち、特例

処理の要件を満たす取引については、当該

特例処理を採用している。 

(6) 重要なヘッジ会計の方法 

  同左 

 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

 a ヘッジ手段 

    為替予約、通貨オプション、金利スワップ

 b ヘッジ対象 

  為替・金利の変動により将来キャッシュ・

フローが変動するリスクのある負債 

 ③ ヘッジ方針 

    為替リスクのある負債については、為替予

約、通貨オプションにより、為替リスクを

ヘッジすることを基本としている。金利リ

スクのある負債については、金利スワップ

により、金利リスクをヘッジすることを基

本としている。 

 ④ ヘッジ有効性評価 

   ヘッジ手段およびヘッジ対象について、毎

連結決算期末(中間連結期末を含む)に、個

別取引毎のヘッジ効果を検証しているが、

ヘッジ対象の負債とデリバティブ取引につ

いて、元本・利率・期間等の条件がほぼ同

一の場合は、ヘッジ効果が極めて高いこと

から本検証を省略している。 

 

  

 (7) その他連結財務諸表作成のための重要な事

項 

消費税等の会計処理 

税抜方式によっている。ただし、主要な取

引である原油の売上および売上原価につい

ては、国外取引であるため課税対象外であ

る。 

(7) その他連結財務諸表作成のための重要な事

項 

消費税等の会計処理 

  同左 
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 当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年３月31日) 

６ 中間連結キャッ

シュ・フロー計

算書における資

金の範囲 

 

中間連結キャッシュ・フロー計算における

資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、

随時引き出し可能な預金および容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について僅

少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期日の到来する短期投資からな

っている。 

連結キャッシュ・フロー計算における資金

(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時

引き出し可能な預金および容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動について僅少な

リスクしか負わない取得日から３ヶ月以内

に償還期日の到来する短期投資からなって

いる。 
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追加情報 

 
項目 
 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

１ 石油利権協定

の終了に伴う

日本国内資産

等の取り扱い 

 

 

 

当社の100％子会社であるアラビア石油㈱とク

ウェイト国との石油利権協定終了に伴う日本国

内の資産の取り扱いおよび平成15年1月4日時点

で未完成であった工事に係る支出金額の取り扱

いについては、現在同国政府と協議中である。

日本国内の資産の取り扱いについては、サウジ

アラビア政府とも引き続き協議中である。 

同左 

 

 

 

 

 

 

２ AOCエネルギー

開発㈱(アラビ

ア 石 油 ㈱ の

100％所有子会

社)の合併 

 

 

 

 

 

 

 

 

グループ事業再編のため、平成15年2月28日、

当社の100％子会社であるアラビア石油㈱は

AOCエネルギー開発㈱との間で、アラビア石油

㈱を存続会社とし、AOCエネルギー開発㈱を消

滅会社とする合併契約を締結し、同契約は平

成15年3月31日開催の定時株主総会で承認さ

れ、平成15年5月7日に合併した。 

この合併によりアラビア石油㈱が引継いだ資

産・負債の金額および消却した子会社株式の

金額は、以下のとおりである。 

引継ぎ資産の額 10,038 百万円 

引継ぎ負債の額 13 百万円 

引継ぎ純資産の額 10,025 百万円 

消却した子会社株式 10,000 百万円 
 

                       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

３ アラビア石油

㈱の減資およ

び資本準備金

の減少 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成15年5月30日、当社の100％子会社である

アラビア石油㈱は以下の資本準備金の減少お

よび減資につき取締役会決議を行い、一人株

主である当社により同意された。 

(1) 減少した資本準備金の額 

平成15年3月31日現在の資本準備金1,772百

万円は全額が取り崩され、資本の欠損の填

補に充当された。 

(2) 減少すべき資本の額  

平成15年3月31日現在の資本の額30,774百

万円を17,774百万円減少し、減資後の資本

金を13,000百万円とした。  

(3) 資本減少の方法  

払戻しを行わない無償の減資とした。  

(4) 資本の欠損の填補に充当する額 

減少する資本の額17,774百万円のうち、

13,060百万円を資本の欠損の填補に充当

し、残額4,713百万円については、資本剰余

金とした。 

この結果、減資後のアラビア石油㈱の資本

構成は、以下のとおりとなった。 

資本金 13,000 百万円 

資本剰余金 4,713 百万円 

利益剰余金 ─ 百万円 

(5) 減資の日程 

債権者異議申述最終期日  平成15年7月14日

減資効力発生日        平成15年7月15日
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注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

 
当中間連結会計期間末 

(平成15年９月30日現在) 

前連結会計年度末 

(平成15年３月31日現在) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額           

 212,174百万円
 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

215,171百万円
  

※２ 担保に供している資産 

担保資産（質権） 

現金及び預金 1,056百万円

長期性預金 3,448百万円

投資有価証券 3,598百万円

担保資産（工場財団抵当） 

建物及び構築物 10,559百万円

油槽 4,977百万円

機械装置及び運搬具 12,257百万円

土地 47,884百万円

担保資産-計 83,782百万円

上記に対応する債務 

長期借入金 56,618百万円

（うち１年内返済予定分） 18,017百万円

 

３ 偶発債務 

連結会社以外の会社等の金融機関からの借入に対して

次のとおり債務保証を行っている。 

従業員（持家） 904百万円

京葉シーバース㈱ 1,107百万円

（うち連結子会社保証額） (276百万円)

計 2,011百万円

（注）複数の保証人による連帯保証の場合には、

連結子会社による債務保証額を内数で表示

している。 

 

※４ 自己株式の保有数 

連結会社および持分法を適用した非連結子会社が保有す

る連結財務諸表提出会社の株式数は次のとおりである。 

普通株式 5,984千株

 

※５ 貸出コミットメント契約（貸手側） 

当社連結子会社であるアラビア石油㈱においては、KGOC

との融資契約において貸出コミットメント契約を締結し

ている。 

当中間連結会計期間末における貸出コミットメントに係

る貸出金未実行残高等は次のとおりである。 

貸出コミットメントの総額 83,437百万円

貸出実行残高 9,044百万円

差引額 74,392百万円

 
 

※２ 担保に供している資産 

担保資産（質権） 

長期性預金 4,687百万円

担保資産（工場財団抵当） 

建物及び構築物 11,084百万円

油槽 5,188百万円

機械装置及び運搬具 13,379百万円

土地 47,884百万円

担保資産-計 82,225百万円

上記に対応する債務 

長期借入金 51,182百万円

（うち１年内返済予定分） 20,999百万円

 

 

 

３ 偶発債務 

   連結会社以外の会社等の金融機関からの借入に対して

次のとおり債務保証を行っている。 

従業員(持家) 1,094百万円

京葉シーバース㈱ 1,169百万円

（うち連結子会社保証額） (292百万円)

計 2,263百万円

（注）複数の保証人による連帯保証の場合には、

連結子会社による債務保証額を内数で表示

している。 

 

※４ 自己株式の保有数 

連結会社および持分法を適用した非連結子会社が保有す

る連結財務諸表提出会社の株式数は次のとおりである。 

普通株式 5,984千株

 

※５ 貸出コミットメント契約(貸手側) 

当社連結子会社であるアラビア石油㈱においては、KGOC

との融資契約において貸出コミットメント契約を締結し

ている。 

当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る貸

出金未実行残高等は次のとおりである。 

貸出コミットメントの総額 90,150百万円

貸出実行残高 3,173百万円

差引額 86,976百万円

 

 

 

 



ファイル名:161_(連結)ＢＳ注記.doc 更新日時:11/18/2003 12:09 PM 印刷日時:03/11/18 18:16 

- 24 - 

当中間連結会計期間末 

(平成15年９月30日現在) 

前連結会計年度末 

(平成15年３月31日現在) 

※６ 貸出コミットメント契約（借手側） 

当社連結子会社であるアラビア石油㈱においては、ＫＧ

ＯＣとの上記の融資契約における貸出しに充当するた

め、取引先銀行9行と83,437百万円の貸出コミットメン

ト契約を締結している。 

同じく当社連結子会社である富士石油㈱においては、運

転資金の効率的な調達を行うために、取引銀行9行と

10,000百万円の貸出コミットメント契約を締結してい

る。 

当中間連結会計期間末における貸出コミットメントに係

る借入金未実行残高等は次のとおりである。 

貸出コミットメントの総額 93,437百万円

貸出実行残高 9,044百万円

差引額 84,392百万円
 

※６ 貸出コミットメント契約（借手側） 

当社連結子会社であるアラビア石油㈱においては、ＫＧ

ＯＣとの上記の融資契約における貸出しに充当するた

め、取引先銀行9行と90,150百万円の貸出コミットメン

ト契約を締結している。 

同じく当社連結子会社である富士石油㈱においては、運

転資金の効率的な調達を行うために、取引銀行9行と

10,000百万円の貸出コミットメント契約を締結してい

る。 

当連結会計年度末における貸出コミットメントに係る借

入金未実行残高等は次のとおりである。 

貸出コミットメントの総額 100,150百万円

貸出実行残高 3,173百万円

差引額 96,976百万円
 

７ 株式の買取請求 

当社の連結子会社である富士石油㈱は、株式移転に際

し、旧株主より株式の買取請求を受け、現在、裁判所に

おいて買取価格決定のための手続きが行われている（買

取請求株式総数5,434千株）。 

 

７ 株式の買取請求 

当社の連結子会社である富士石油㈱は、株式移転に際

し、旧株主より株式の買取請求を受けている（買取請求

株式総数5,434千株）。 
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(中間連結損益計算書関係) 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

役員退職慰労引当金繰入額 18百万円

給料手当 876百万円
 

※１ 販売費及び一般管理費の主なもの 

 役員退職慰労引当金繰入額 8百万円 

 給料手当 349百万円 
  

※２ 固定資産除却損の内訳 

建物及び構築物 458百万円

油槽 0百万円

機械装置及び運搬具 438百万円

その他 34百万円

計 931百万円
 

※２ ―――――――――――――――――――― 

※３ 経営統合関連費用等には、株式買取請求関連等

及び経営統合に係るコンサルタント費用等が含ま

れている。 

※３ ―――――――――――――――――――― 

※４ 法人税、住民税及び事業税には、クウェイト国

税法の定めに従い支払うべき外国法人税等並びに

日本法人税、住民税及び事業税が含まれている。

※４ 法人税、住民税及び事業税には、クウェイト国政

府との石油利権協定等の定めに従い支払うべき外

国法人税等並びに日本法人税、住民税及び事業税

が含まれている。 
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(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 27,645百万円

有価証券 457百万円

   計 28,102百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△1,356百万円

現金及び現金同等物 26,746百万円
 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金 27,242百万円

有価証券 427百万円

   計 27,670百万円

預入期間が３ヶ月を 
超える定期預金 

△1,518百万円

現金及び現金同等物 26,152百万円
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(２)リース取引 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および中間期末残高相当額 

 
取得価額 
相当額 
(百万円) 

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

中間期末
残高 
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具 

28 22 5

その他 271 172 99

合計 300 195 105

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高等に占めるその

割合が低いため、支払利子込み法により算定してい

る。 
 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額および期末残高相当額 

 
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 
及び運搬具

27 20 6

その他 252 141 110

合計 279 162 117

 なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に占めるその割合が低

いため、支払利子込み法により算定している。 

２ 未経過リース料中間期末残高相当額 

一年内 50 百万円

一年超 55 百万円

計 105 百万円

  なお、未経過リース料中間期末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占めるその割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

 

２ 未経過リース料期末残高相当額 

一年内 57 百万円

一年超 59 百万円

計 117 百万円

  なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占め

るその割合が低いため、支払利子込み法により算定

している。 
  

３ 支払リース料および減価償却費相当額 ３ 支払リース料および減価償却費相当額 

支払リース料 35 百万円

減価償却費相当額 35 百万円
  

支払リース料 13 百万円

減価償却費相当額 13 百万円
  

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっている。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

  同左 
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（３）有価証券 

当中間連結会計期間末(平成15年9月30日現在) 

 

1  時価のある有価証券 

区分 
取得原価 
(百万円) 

中間連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券 

株式 

 

10,079 

 

16,823 

 

6,743 

計 10,079 16,823 6,743 

 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

内容 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券  

   割引金融債 499 

   地方債 49 

(2) その他有価証券  

   非上場株式 

(店頭売買株式を除く) 
1,240 

   ＭＭＦ等 457 

 

 

前連結会計年度末(平成15年3月31日現在) 
 

１ 時価のある有価証券 

区分 
取得原価 
(百万円) 

連結貸借対照表計上額 
(百万円) 

差額 
(百万円) 

その他有価証券 

 株式 

 

10,097 

 

14,563 

 

4,466 

計 10,097 14,563 4,466 

 

２ 時価評価されていない主な有価証券 

内容 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 

(1) 満期保有目的の債券  

   地方債 49 

(2) その他有価証券  

   非上場株式 

(店頭売買株式を除く) 
1,258 

   ＭＭＦ等                                427 
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（４）デリバティブ取引 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年３月31日) 

１ 取引の状況に関する事項 

当社グループは連結子会社１社以外デリバティブ取

引を行っていない。 

 

(1) 取引の内容および利用目的 

連結子会社１社は通常の営業過程における輸入取

引の為替相場の変動によるリスクを軽減するた

め、先物為替予約取引、通貨オプション取引を行

っている。 

また、連結子会社１社は、変動金利の借入金を通

常３年から５年の固定金利の資金調達に換えるた

め、金利スワップ取引を行っている。 

なお、デリバティブ取引を利用してヘッジ会計を

行っている。 

①ヘッジ会計の方法 

繰延ヘッジ処理を採用している。 

ただし、為替予約が付されている外貨建金銭債務

については、振当処理を採用している。 

また、金利スワップ取引のうち、特例処理の要件

を満たす取引については、当該特例処理を採用し

ている。 

②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 

為替予約取引、通貨オプション取引、金利スワッ

プ取引 

ヘッジ対象 

為替・金利の変動により将来キャッシュ・フロー

が変動するリスクのある負債 

③ヘッジ方針 

為替リスクのある負債については、為替予約、通

貨オプションにより、為替リスクをヘッジするこ

とを基本としている。金利リスクのある負債につ

いては、金利スワップにより、金利リスクをヘッ

ジすることを基本としている。 

④ヘッジの有効性評価の方法 

ヘッジ手段およびヘッジ対象について、毎連結決

算期末（中間連結期末を含む）に、 個別取引毎

のヘッジ効果を検証しているが、ヘッジ対象の負

債とデリバティブ取引について、元本・利率・期

間等の条件がほぼ同一の場合は、ヘッジ効果が極

めて高いことから本検証を省略している。 

 

 

 

 

 

 

１ 取引の状況に関する事項 

同左 

 

 

(1) 取引の内容および利用目的 

同左 
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当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
 至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
 至 平成15年３月31日) 

(2) 取引に対する取組方針 

通貨関連におけるデリバティブ取引については、

外貨建買掛金・短期借入金等外貨建金銭債務の為

替変動リスクをヘッジするためのものであるた

め、外貨建金銭債務の範囲内で行うこととし投機

目的のためのデリバティブ取引は行わない方針で

ある。 

金利関連のデリバティブ取引については、変動金

利を固定金利に変換する目的で金利スワップ取引

を利用しているのみである。 

 

(3) 取引に係るリスクの内容 

通貨関連における先物為替予約取引、通貨オプシ

ョン取引には、為替相場の変動によるリスクを有

している。 

金利関連における金利スワップ取引においては、

市場金利の変動によるリスクを有している。 

通貨関連および金利関連とも連結子会社1社のデ

リバティブ取引の契約先は、いずれも信用度の高

い国内の銀行であるため、相手先の契約不履行に

よるいわゆる信用リスクは、ほとんどないと判断

している。 

 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

連結子会社１社のデリバティブ取引は、取引と管

理に関する権限・責任・実務内容等を定めた内規

に基づき、通貨関連のデリバティブ取引について

は経理部担当役員の承認、金利関連のデリバティ

ブ取引については社長決裁を受けて、経理部にお

いて取引の実行・取引内容の確認・リスク管理が

行われている。 

また、半期毎年２回デリバティブの取引状況につ

いて役員会に報告されている。 

 

２  取引の時価等に関する事項 

当中間連結会計期間末におけるデリバティブ取引

は、全てヘッジ会計を適用しているため開示対象の

取引はない。 

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 取引に係るリスクの内容 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(4) 取引に係るリスク管理体制 

同左 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２  取引の時価等に関する事項 

当連結会計年度末におけるデリバティブ取引は、全

てヘッジ会計を適用しているため開示対象の取引は

ない。 

 



ファイル名:181_(連結)セグメント(事業の種類別).doc 更新日時:11/18/2003 7:31 PM 印刷日時:03/11/18 19:31 

- 31 - 

（５）セグメント情報 

１．事業の種類別セグメント情報 

当中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 
 

 
カフジ関連 
事業 
(百万円) 

石油・ガス
開発/生産
事業 
(百万円) 

石油精製 
販売事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

 売上高及び営業損益   

   売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

54,070 2,128 163,404 219,603 － 219,603

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1,947 － 3 1,951 △1,951 －

計 56,018 2,128 163,407 221,554 △1,951 219,603

   営業費用 55,758 1,328 160,156 217,243 △1,984 215,259

   営業利益 
   又は営業損失(△) 

259 800 3,251 4,310 33 4,343

 

前連結会計年度(自 平成15年１月１日 至 平成15年３月31日) 
 

 
カフジ関連 
事業 
(百万円) 

石油・ガス
開発/生産
事業 
(百万円) 

石油精製 
販売事業 
(百万円) 

計 
(百万円) 

消去又は 
全社(百万円) 

連結 
(百万円) 

 売上高及び営業損益   

   売上高   

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

28,107 357 84,573 113,038 ─ 113,038

(2) セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

5,695 ─ ─ 5,695 △5,695 ─

計 33,803 357 84,573 118,733 △5,695 113,038

   営業費用 32,726 1,281 83,367 117,374 △5,713 111,661

   営業利益又は 
   営業損失(△) 

1,076 △923 1,206 1,359 17 1,376

(注) １ 事業区分の方法 

  事業の形態・製品の種類を考慮して区分している。 

２ 各事業区分の主要な製品 

  カフジ関連事業       ：技術者派遣、カフジ原油、フート原油 

  石油・ガス開発/生産事業   ：原油、天然ガス、天然ガス液 

  石油精製販売事業      ：原油、石油製品(ガソリン、ナフサほか) 

３ 当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不

能営業費用(370百万円及び114百万円)の主なものは親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用である。 
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２．所在地別セグメント情報 

当中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 
 

 
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円)

中東 
(百万円)

米州 
(百万円)

欧州 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

 売上高及び 
営業損益 

   

売上高    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

198,317 17,189 1,966 1,729 399 219,603 ― 219,603

(2) セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

4,352 69,853 ― ― ― 74,205 △74,205 ―

計 202,670 87,043 1,966 1,729 399 293,809 △74,205 219,603

営業費用 199,874 87,044 854 1,030 297 289,102 △73,843 215,259

営業利益又は 
営業損失(△) 

2,795 △1 1,112 698 101 4,706 △362 4,343

 

前連結会計年度(自 平成15年１月１日 至 平成15年３月31日) 
 

 
日本 
(百万円) 

アジア
(百万円)

中東 
(百万円)

米州 
(百万円)

欧州 
(百万円)

計 
(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円)

 売上高及び 
営業損益 

   

売上高    

(1) 外部顧客に 
対する売上高 

85,667 25,643 1,369 357 ― 113,038 ― 113,038

(2) セグメント間の 
内部売上高又は 
振替高 

7,554 23,766 ― 3,329 ― 34,650 △34,650 ―

計 93,222 49,409 1,369 3,686 ― 147,688 △34,650 113,038

営業費用 91,734 49,354 434 4,738 ― 146,261 △34,599 111,661

営業利益又は 
営業損失(△) 

1,487 55 935 △1,051 ― 1,427 △50 1,376

(注) １ 所在地は販売元を基準にしている。 

２ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっている。 

３ 本邦以外の区分に属する国又は地域 

(1) アジア……シンガポール 

(2) 中東………クウェイト、サウジアラビア 

(3) 米州………米国、ケイマン諸島 

(4) 欧州………ノルウェー 

４ 当中間連結会計期間及び前連結会計年度における営業費用のうち、消去又は全社の項目に含めた配賦不

能営業費用(370百万円及び114百万円)の主なものは親会社本社の総務部門等管理部門に係る費用である。 
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３．海外売上高 

当中間連結会計期間(自 平成15年４月１日 至 平成15年９月30日) 

 

 アジア 中東 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 22,258 1,966 2,869 27,095

Ⅱ 連結売上高(百万円)  219,603

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

10.14 0.90 1.31 12.34

 

前連結会計年度(自 平成15年１月１日 至 平成15年３月31日) 

 

 アジア 中東 その他 計 

Ⅰ 海外売上高(百万円) 11,449 1,369 398 13,217

Ⅱ 連結売上高(百万円)  113,038

Ⅲ 連結売上高に占める 
海外売上高の割合(％) 

10.13 1.21 0.35 11.69

(注) １ 地域の区分は、地理的近接度によっている。 

２ 各区分に属する主な国又は地域 

(1) アジア……韓国、台湾 

(2) 中東………クウェイト、サウジアラビア 

(3) その他……米国、ノルウェー 

３ 海外売上高は、連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



ファイル名:184（連結）一株当り情報.doc 更新日時:11/18/2003 4:08 PM 印刷日時:03/11/18 18:21 

- 34 - 

(１株当たり情報) 

 

当中間連結会計期間 
(自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成15年１月１日 
至 平成15年３月31日) 

 
１株当たり純資産額 809.48円

 

 
１株当たり純資産額 758.04円

 
１株当たり中間純利益  27.32円

 

１株当たり当期純損失 66.19円

 
なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益につい
ては、潜在株式が存在しないため記載していない。 
 
  １株当たり中間純利益の算定上の基礎 
 

   連結損益計算書上の中間純利益 1,847百万円

   普通株式に係る中間純利益 1,847百万円

   普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

    該当事項はありません。  

   普通株式の期中平均株式数 67,602,853株
 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純損失につい
ては、潜在株式が存在しないため記載していない。 
 
  １株当たり当期純損失の算定上の基礎 
 

   連結損益計算書上の当期純損失 4,488百万円

   普通株式に係る当期純損失 4,488百万円

   普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

    同左  

   普通株式の期中平均株式数 67,797,236株
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５．生産、受注および販売の状況 

 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 

なお、当中間期が最初の中間連結会計期間であるため、「生産実績」および「販売実績」に

係る「前中間連結会計期間」および「前年同期比」の記載は行っていない。 

(単位：千KL) 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

カフジ関連事業        原油              － 

石油・ガス開発／生産事業   原油・ガス 107 

石油精製販売事業       石油製品 3,840 

合計 3,947 

 

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間は、受注生産を行っていない。 

 

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりである。 
(単位：百万円) 

事業の種類別セグメントの名称 
当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 

カフジ関連事業 54,070 

石油・ガス開発／生産事業 2,128 

石油精製販売事業 163,404 

合計 219,603 

(注) １ 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 
２ 上記の金額には、揮発油税および地方道路税を含めている。 
３ 最近事業年度の主要相手先別販売実績は次のとおりである。 

(単位：百万円) 

当中間連結会計期間 
自 平成15年４月１日 
至 平成15年９月30日 相手先 

金額 割合(％) 

㈱ジャパンエナジー 100,077 45.6 

(注) 上記の金額には、消費税等は含まれていない。 
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平成 16 年 3 月期 個別中間財務諸表の概要 平成 15 年 11 月 20 日 

 

上場会社名 ＡＯＣホールディングス株式会社     上場取引所      東京、大阪 

コード番号 5017 本社所在都道府県    東京都 

代 表 者 名 取締役社長 小長 啓一 （URL http://aochd.co.jp） 

問 合 せ 先      責任者役職名  総務グループ シニア・マネジャー 

    氏        名  菊池 一夫 TEL  (03) 3547-1610 

決算取締役会開催日 平成 15 年 11 月 20 日        中間配当制度の有無 有 

米国会計基準採用の有無  無  単元株制度採用の有無 有（１単元100株） 

 

 
１. 15 年 9 月中間期の業績（平成 15 年 4 月 1 日～平成 15 年 9 月 30 日） 
（注）当社は平成 15 年 1 月 31 日に株式移転により設立された為、前中間期の財務諸表は作成しており
ません。 

 
(1) 経営成績 (注) 百万円未満は切捨表示 

 営業収益 営業利益 経常利益 

       百万円       百万円       百万円 

15 年 9 月中間期 382 11 6 

15 年 3 月期 132 17 3 

 

 中間(当期)純利益 
１株当たり中間 

(当期)純利益 

 百万円 円 銭

15 年 9 月中間期 1 0  1

15 年 3 月期 1 0  1

（注） ①期中平均株式数  15 年 9 月中間期  73,587,327 株 15 年 3 月期 73,587,377 株 

 ②会計処理の方法の変更  無  

 

(2) 配当状況 

 
１株当たり 

中間配当金 

１株当たり 

年間配当金 

 円 銭 円 銭

15 年 9 月中間期 0   0 - 

15 年 3 月期 - 0  0

 
(3)財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 1 株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円 銭

15 年 9 月中間期 49,931 49,640 99.4 674  58

15 年 3 月期 49,915 49,639 99.4 674 56

（注） ①期末発行済株式数 15年 9月中間期 73,587,377 株 15 年 3 月期 73,587,377 株

 ②期末自己株式数 15年 9月中間期 134 株 15 年 3 月期 －株

 
２. 16 年 3 月期の業績予想（平成 15 年 4 月 1 日 ～ 平成 16 年 3 月 31 日） 

１株当たり年間配当金 
 営業収益 経常利益 当期純利益 

期 末 

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭

通 期 815 17 1 0   0 0   0
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期） 0 円 1 銭 
 
＊上記の業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づいています。実際の業績は、様々な要因
により予想数値とは異なる結果となる可能性があります。 



６．中間財務諸表等
（１）中間財務諸表
①　中間貸借対照表 （単位：百万円）

注記
番号

（資産の部） ( 49,931 ) ( 49,915 )

Ⅰ 流動資産 219 0.4 189 0.4

1 現金及び預金 213 182

2 その他 6 7

Ⅱ 固定資産 49,666 99.5 49,668 99.5

1 有形固定資産 24 26

建物 ※1 16 17

工具器具及び備品 ※1 8 8

2 無形固定資産 3 3

3 投資その他の資産 49,638 49,638

関係会社株式 49,638 49,638

Ⅲ 繰延資産 45 0.1 57 0.1

創立費 45 57

資産合計 49,931 100.0 49,915 100.0

（負債の部） ( 291 ) ( 276 )

Ⅰ 流動負債 291 0.6 276 0.6

1 未払金 42 61

2 未払法人税等 5 2

3 未払消費税等 ※2 9 2

4 前受収益 228 210

5 その他 5 0

（資本の部） ( 49,640 ) ( 49,639 )

Ⅰ 資本金 20,000 40.0 20,000 40.0

Ⅱ 資本剰余金 29,638 59.4 29,638 59.4

資本準備金 29,638 29,638

Ⅲ 利益剰余金 2 0.0 1 0.0

2 1

Ⅳ 自己株式 △0 0.0 - -

負債及び資本合計 49,931 100.0 49,915 100.0

要約貸借対照表
(平成15年 3月31日現在)

前事業年度の
当中間会計期間末

(平成15年 9月30日現在)

中間(当期)未処分利益

構成比
(％) (％)

区分 金額 金額
構成比
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②　中間損益計算書 （単位：百万円）

注記
番号

Ⅰ 営業収益 382 100.0 132 100.0

Ⅱ 営業費用 ※1 370 96.9 114 86.6

営業利益 11 3.1 17 13.4

Ⅲ 営業外費用 5 1.3 14 10.8

経常利益 6 1.8 3 2.6

税引前中間(当期)純利益 6 1.8 3 2.6

法人税、住民税及び事業税 5 1.5 2 1.8

法人税等調整額 ─ － ─ －

中間(当期)純利益 1 0.3 1 0.8

前期繰越利益 1 ─

中間(当期)未処分利益 2 1

　　至 平成15年 9月30日）

区分

当中間会計期間

（自 平成15年 4月 1日

金額
百分比
(％)

前事業年度の
要約損益計算書

百分比
(％)

金額

（自 平成15年 1月31日
　　至 平成15年 3月31日）

- 38 -



ファイル名:230_（個別）重要な会計方針.doc 更新日時:11/18/2003 1:09 PM 印刷日時:03/11/18 18:23 

    - 39 -

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 

 

 
項目 

 

当中間会計期間 
(自 平成15年4月 1日 
  至 平成15年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年1月31日 
  至 平成15年3月31日) 

１ 有価証券の評価基準及

び評価方法 

 

子会社株式 

移動平均法による原価法 

子会社株式 

同左 

２ 固定資産の減価償却方

法 

 

 

 

 

(1)有形固定資産 

定額法 

(2)無形固定資産 

ソフトウェア（自社利用）は、社内

における利用可能期間（５年）に基

づく定額法 

 

(1)有形固定資産 

同左 

(2)無形固定資産 

同左 

 

 

 ３ リース取引の処理方法 

 

 

リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理によってい

る。 

 

                 

 

 

 

 

４ 繰延資産の処理方法 

 

 

 

創立費 

５年以内で毎期均等額を費用処理 

 

創立費 

同左 

 

５ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のため

の基本となる重要な事

項 

 

消費税等の会計処理 

税抜方式 

 

消費税等の会計処理 

同左 
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注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

 

当中間会計期間末 
（平成15年9月30日現在） 

前事業年度末 
（平成15年3月31日現在） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

1  百万円 

 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

0 百万円 

 

※２ 消費税等の取扱い 

      仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺のうえ、流

動負債の未払消費税等として表示している。 

 

                       

 

 

 

(中間損益計算書関係) 

 

当中間会計期間 
(自 平成15年4月 1日 
  至 平成15年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年1月31日 
  至 平成15年3月31日) 

※１ 減価償却実施額 

有形固定資産           1  百万円 

無形固定資産              0  百万円 

※１ 減価償却実施額 

有形固定資産         0 百万円 

無形固定資産            0  百万円 
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（２）リース取引 

 
当中間会計期間 
(自 平成15年4月 1日 
  至 平成15年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年1月31日 
  至 平成15年3月31日) 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引 

 

１ リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び中間期末残高相当額 
 取得価額 

相当額 
 

減価償却累

計額相当額 

中間期末 

残高相当額

 

工具器具及

び備品 

百万円

   18 

 

百万円 

    2 

百万円

       15 

 

合計 

 

 

      18 
 

 

2 

 

       15 

なお、取得価額相当額は、未経過リース料中間期末

残高が有形固定資産の中間期末残高等に占めるその

割合が低いため、支払利子込み法により算定してい

る。 

 

２ 未経過リース料中間期末残高相当額 

  １年内        5 百万円 

  １年超       9 百万円 

      計              15 百万円 

なお、未経過リース料中間期末残高相当額は、未経

過リース料中間期末残高が有形固定資産の中間期末

残高等に占めるその割合が低いため、支払利子込み

法により算定している。 

 

３ 支払リース料および減価償却費相当額 

   支払リース料    2 百万円 

   減価償却費相当額  2 百万円 

 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とす  

る定額法によっている。 

 

                     

  

 

（３）有価証券 

当中間会計期間(自平成15年4月1日 至平成15年9月30日)における子会社株式及び関連

会社株式で時価のあるものはない。 

 

前事業年度(自平成15年1月31日 至平成15年3月31日)における子会社株式及び関連会

社株式で時価のあるものはない。 
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（１株当たり情報） 

 

当中間会計期間 
(自 平成15年4月 1日 
  至 平成15年9月30日) 

前事業年度 
(自 平成15年1月31日 
  至 平成15年3月31日) 

１株当たり純資産額 674.58 円 
 

１株当たり純資産額 674.56 円 

１株当たり中間純利益 0.01 円 
 

１株当たり当期純利益 0.01 円 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、

潜在株式が存在しないため記載していない。 

 

１株当たり中間純利益の算定上の基礎 

損益計算書上の中間純利益 1 百万円 

普通株式に係る中間純利益  1 百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

該当事項はありません。  

普通株式の期中平均株式数  

 73,587,327 株 
 

 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、

潜在株式が存在しないため記載していない。 

 

１株当たり当期純利益の算定上の基礎 

損益計算書上の当期純利益 1 百万円 

普通株式に係る当期純利益  1 百万円 

普通株主に帰属しない金額の主要な内訳 

同左  

普通株式の期中平均株式数 

 

 

73,587,377 株 
 

 

 

 



[ 参考 ]  個別中間財務諸表 アラビア石油株式会社

（単位：百万円）

（資産の部） 56,896 100.0 ％ 59,717 100.0 ％

流動資産 33,383 58.7 39,089 65.5

現金預金 10,644 17,835

売掛金 19,061 17,541

親会社株式 2,028 2,203

未収入金 5,717 6,127

その他 1,158 1,040

貸倒引当金 △ 5,227 △ 5,659

固定資産 23,512 41.3 20,628 34.5

有形固定資産 68 0.1 71 0.1

建物及び構築物 63 65

工具器具備品 4 5

投資その他の資産 23,444 41.2 20,557 34.4

投資有価証券 761 32

関係会社株式 6,781 11,503

長期貸付金 9,044 3,173

関係会社長期貸付金 3,055 -

定期性預金 3,448 4,687

その他 1,064 1,160

貸倒引当金 △ 710 -

資産合計 56,896 100.0 59,717 100.0

（負債の部） 40,026 70.3 42,033 70.4

流　動　負　債 26,530 46.6 32,386 54.2

買掛金 8,390 9,744

一年以内に返済する長期借入金 3,697 4,435

未払金 5,879 8,200

未払法人税等 1,322 2,175

仮受金 6,981 7,550

その他 258 280

固　定　負　債 13,496 23.7 9,647 16.2

長期借入金 13,496 9,647

（資本の部） 16,870 29.7 17,683 29.6

資本金 13,000 22.9 30,774 51.5

資本剰余金 4,739 8.3 1,772 2.9

資本準備金 25 1,772

その他資本剰余金 4,713 -

減資差益 4,713 -

利益剰余金 △672 △ 1.2 △14,833 △ 24.8

中間(当期)未処理損失 △672 △14,833

その他有価証券評価差額金 △196 △ 0.3 △29 0.0

負債・資本合計 56,896 100.0 59,717 100.0

（１）　中 間 貸 借 対 照 表

科目

当中間会計期間末 前事業年度末

金額 構成比 金額 構成比

（平成15年９月30日現在） （平成15年３月31日現在）
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[ 参考 ]  アラビア石油株式会社

（単位：百万円）

売上高 56,018 100.0 ％ 33,805 100.0 ％

売上原価 54,779 97.8 31,952 94.5

売上総利益 1,238 2.2 1,853 5.5

販売費及び一般管理費 978 1.7 774 2.3

営業利益 259 0.5 1,079 3.2

営業外収益 110 0.2 80 0.2

受取利息 107 42

為替差益 - 29

その他 3 7

営業外費用 648 1.2 86 0.2

支払利息 131 83 ＊

支払保証料 23 -

支払保険料 19 -

為替差損 467 -

その他 6 3

経常利益 △277 △0.5 1,072 3.2

特別利益 - -

特別損失 - 5,752 17.0

投資有価証券評価損 - 5,659

ゴルフ会員権評価損 - 92

税引前中間(当期)利益 △277 △0.5 △4,679 △13.8

法人税、住民税及び事業税 394 0.7 1,006 3.0

中間(当期)純損失（△） △672 △1.2 △5,685 △16.8

前期繰越損失（△） △14,833 △9,148

減資による未処理損失填補額 13,060 -

資本準備金取崩額 1,772 -

中間(当期)未処理損失（△） △672 △14,833

（２）　中 間 損 益 計 算 書

科目

当中間会計期間 前事業年度

至　平成15年９月30日 至　平成15年３月31日

金額 構成比 金額 構成比

＊
前連結会計年度の「支払利息」には、支払保証料8百万円が含まれている。

自　平成15年４月１日 自　平成15年１月１日
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[ 参考 ]  個別中間財務諸表 富士石油株式会社

（単位：百万円）

金　額 構成比 金　額 構成比

％ ％

Ⅰ 流　動　資　産

１． 12,590 3,934

２． 44,643 56,848

３． 19,660 12,707

４． 12,656 12,869

５． 1,185 1,267

６． 11,558 13,876

７． 530 265

８． 248 243

９． 1,487 1,095

１０． 1,909 2,267

106,470 44.8 105,375 44.6

Ⅱ 固　定　資　産

１．

(1) 建 物 2,772 3,209

(2) 油 槽 4,977 5,188

(3) 構 築 物 8,472 8,810

(4) 機 械 装 置 12,257 13,379

(5) 工 具 器 具 及 び 備 品 76 82

(6) 土 地 82,763 82,763

(7) 建 設 仮 勘 定 48 55

111,368 46.8 113,490 48.0

２． 525 0.2 620 0.3

３．

(1) 子 会 社 株 式 227 227

(2) 投 資 有 価 証 券 17,772 15,040

(3) 長 期 貸 付 金 1,453 1,453

(4) そ の 他 投 資 等 229 255

貸 倒 引 当 金 △ 185 △ 185

19,497 8.2 16,791 7.1

131,391 55.2 130,903 55.4

237,861 100.0 236,278 100.0

（平成15年３月31日現在）

貯 蔵 品

そ の 他

前 払 費 用

繰 延 税 金 資 産

原 油 ・ 製 品 貸 勘 定

未 着 品

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

有形固定資産

投資その他の資産

有 形 固 定 資 産 合 計

無形固定資産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

（１）　中 間 貸 借 対 照 表

科　　目

原 油

現 金 及 び 預 金

売 掛 金

（   資   産   の   部   ）

前事業年度末当中間会計期間末

製 品 ・ 半 製 品 ・ 副 産 物

（平成15年９月30日現在）
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[ 参考 ]  富士石油株式会社

（単位：百万円）

金　額 構成比 金　額 構成比

％ ％

Ⅰ 流　動　負　債

１． 12,845 16,536

２． 42,745 44,200

３． 一年以内返済予定の長期借入金 20,935 21,071

４． 8,971 10,231

５． 22,522 17,910

６． 2 5

７． 686 479

８． 2,156 1,914

９． 193 215

111,060 46.7 112,564 47.6

Ⅱ 固　定　負　債

１． 34,584 35,090

２． 3,215 3,212

３． 207 361

４． 2,391 2,456

５． 566 777

６． 24,461 24,461

７． 3,860 2,961

８． 12 12

69,299 29.1 69,333 29.4

180,359 75.8 181,898 77.0

Ⅰ 10,225 4.3 10,225 4.3

Ⅱ

１． 669 669

２． 4,825 3,031

(1,794) (1,902)

5,495 2.3 3,700 1.6

Ⅲ 36,086 15.2 36,086 15.3

Ⅳ 5,694 2.4 4,368 1.8

57,501 24.2 54,380 23.0

237,861 100.0 236,278 100.0

（平成15年９月30日現在） （平成15年３月31日現在）

前事業年度末

科　　目

当中間会計期間末

（   負   債   の   部   ）

利 益 剰 余 金

（うち、中間(当期)純利益）

長 期 借 入 金

短 期 借 入 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

原 油 製 品 借 勘 定

未 払 揮 発 油 税

そ の 他 長 期 負 債

修 繕 引 当 金

利 益 剰 余 金 合 計

特 別 修 繕 引 当 金

再評価に係る繰延税金負債

資 本 金

（   資   本   の   部   ）

固 定 負 債 合 計

繰 延 税 金 負 債

買 掛 金

流 動 負 債 合 計

退 職 給 付 引 当 金

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

未 払 費 用

そ の 他

資 本 合 計

負 債 ・ 資 本 合 計

負 債 合 計

利 益 準 備 金

中 間 ( 当 期 ) 未 処 分 利 益

土 地 再 評 価 差 額 金

そ の 他 有価証券評 価差 額金
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[ 参考 ] 富士石油株式会社

（単位：百万円）

百分比 百分比

％ ％

Ⅰ 売　　上　　高 148,018 100.0 311,106 100.0

Ⅱ 売　上　原　価 143,677 97.1 305,051 98.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,160 0.8 2,316 0.7

3,179 2.1 3,738 1.2

Ⅳ 営 業 外 収 益

１． 25 57

２． 163 535

３． 488 676 0.5 1,133 1,725 0.5

Ⅴ 営 業 外 費 用

１． 938 2,218

２． 178 1,116 0.8 399 2,618 0.8

2,739 1.8 2,845 0.9

Ⅵ 特　別　損　失

１． 931 15

２． - 28

３． - 71

４． 269 113

５． - 310

６． 134 1,334 0.9 52 591 0.2

1,404 0.9 2,254 0.7

2 5

△ 392 △ 389 △ 0.3 346 351 0.1

1,794 1.2 1,902 0.6

3,031 1,128

- 0

4,825 3,031

中 間 ( 当 期 ) 純 利 益

税引前中間(当期 )純利益

自　平成15年４月１日 自　平成14年４月１日

そ の 他 営 業 外 収 益

支 払 利 息

営 業 利 益

固 定 資 産 処 分 損

（２）　中 間 損 益 計 算 書

土地再評価差額金取崩額

科目

 当中間会計期間

役員退職慰労引当金繰入額

至　平成15年９月30日

金　額

前事業年度

至　平成15年３月31日

金　額

投 資 有 価 証 券 評 価 損

そ の 他 特 別 損 失

法人税、住民税及び事業税

前 期 繰 越 利 益

法 人 税 等 調 整 額

ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損

中間 ( 当 期 ) 未 処 分 利益

経 営 統 合 関 連 費 用

受 取 利 息

為 替 差 益

経 常 利 益

そ の 他 営 業 外 費 用
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[ 参考 ]

（単位：百万円）

自　平成14年 1月 1日

至　平成14年12月31日

金額

433,340 100.0 %

380,265 87.8

53,075 12.2

4,850 1.1

48,224 11.1

2,562 0.6

556

2,005

3,509 0.8

2,547

961

47,277 10.9

0 0.0

2,865 0.7

44,412 10.2

43,610 10.0

△ 500 △0.1

3 0.0

1,298 0.3

結 合 損 益 計 算 書

売 上 高

売 上 原 価

営 業 利 益

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

当 期 純 利 益

特 別 損 失

税金等調整前当期純利益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 利 益

特 別 利 益

科目

百分比

営 業 外 収 益

営 業 外 費 用

経 常 利 益

受取利息及び受取配当金

そ の 他

支 払 利 息

そ の 他
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